
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































liberty や freedom の本義は、奴隷じゃない
ことです。だから自由のためには、命を懸け
ることになる。日本語では同じ言葉なので、
ついちょっと自由の概念が日本人には歪んで
しまうところがあるように思います。
　さて、立法よりも困難なのは、司法インフ
ラ、つまり裁判所や検察官や公証人を準備す
ることです。もちろんなんとか作るのは作っ
たのですが、専門家を養成しなければいけま
せんから、母法国のような規模で作ることは
できません。そして母法国になくて日本に存
在した行政インフラ、戸籍や不動産登記や印
鑑登録、こういうものが行政的な管理手段と
してあって、そして民法を動かすときには、
これらの行政インフラを駆使していくことに
なります。
　明治民法の相続法は、家督相続制度がメイ
ンでした。つまり、従来の家産制を実質的に
引き継ぐために、家産を戸主の個人財産にし
ます。そして戸主の代替わりを家督相続にし
ます。戸主は江戸時代には、代表取締役です。
越前屋なら越前屋の代取で、戸主が生きてい
るうちの交代は隠居です。戸主の死亡も、代
取の交代にすぎないのですが、個人財産制に
しなければいけないので、戸主の個人財産の
相続として家督相続にします。戸主以外の相
続は、遺産相続になります。この部分、これ
は戸主ではなくても、個人財産制にしないと
いけませんから、作りました。個人財産制で
は、戸主以外の家族もみんな財産を持ってい
るという前提ですが、でも彼らは実際には財
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産がないので、明治民法の起草者たちは、あ
まりきちんと考えずにフランスの相続法の条
文を入れてしまいます。彼らに財産はないと
思っていますから、あまり議論しませんでし
た。実際には問題にならないと思っていたの
で、乱暴に作ってしまったのです。遺産相続
は、フランス法の条文をもらったのですが、
肝心のところを輸入しそびれているのです。
肝心というのは扇の要のようなところで、つ
まり公証人慣行、公証人が遺産分割をすると
いう部分を取り入れ損ねています。
　そして戦後の改正は、「家」制度を廃止し、
徹底的に平等化しました。それは世界に先行
した徹底的な平等化でした。それは先ほど言
いましたように、協議に委ねる、答えは書か
ないという日本法独自の技法を使ったために、
徹底的に平等化できているので、フランスや
ドイツよりも先に平等化したのですけれども、
それで最先端の民主的な民法になったという
のはイデオロギー的な観点から見たときの評
価です。民法学者の目から見ると、戦後改正
による現行民法は、明治民法の特徴をそのま
ま継続しています。つまり、家の私的自治に
全部委ねていたのを、当事者の私的自治に横
滑りさせただけの、極端に自由な家族法です。
　届出だけで成立する協議離婚制度をフラン
ス人に説明したら、みんな extraordinaire、
信じられないとか、異常だとか、本当かとか
言うのです。フランスでもこんな協議離婚制
度は可能ですかと聞いたら、基本的人権が守
れず、憲法違反になるから絶対に無理だ、そ
れでは弱者保護ができないと彼らは言います。
でも、日本では、協議離婚がどれほど変わっ
た離婚制度なのかは自覚されていません。当
事者にすべて任せてしまい、その結果、例え
ばDV被害者が離婚さえできればいいとすべ
ての離婚条件を不利に譲っても、本人が判を
ついたのなら、まあいいかというのが日本の
家族法です。戦後改正で、唯一の公的介入規
定を設けたのは、未成年者の養子縁組です。
それまで子どもの売買に用いられていたので、
これだけは許可制を取り入れることになりま
した。
　戦後の相続法改正は、理念以外の実質的な
改正としては、一番大きな改革だったでしょ
う。なにしろ、家督相続を廃止しました。そ
して、よく考えずに立法された遺産相続の条
文を、すべての相続に適用することになりま
す。この段階でも公証人などによる清算手続
を入れず、すべて相続人の話し合いに任せる
ことにしました。しかし，この話し合いが難
しいのです。そもそも共同相続人は、相互に
利害対立している関係ですから。
　フランスの「公証人の仕事」という絵本を
見たことがあるのですが、「公証人は相続の
場面では、法による正義を体現する役割を負
う」と書かれていて、その挿絵は、すごくハ
ンサムな公証人がテーブルの前にすっくと立
っていて、そのテーブルで彼をとりかこむ、
共同相続人たちは、みんなヒキガエルみたい
に欲深な顔しているのです。そういうふうに
して、公証人が、遺産分割を法に従って全部
リードするのですね。
　日本では、遺産分割を全部家族に丸投げす
る形にしてしまいます。同時に、戦後の改正
で家庭裁判所を作ります。家庭裁判所は不思
議な裁判所で、既判力がない裁判所です。こ
れって概念矛盾だと思いませんか。裁判所が
決めたことなのに決定力がないのです。公開
対審の法廷ではないからという理由なのです
が。ですから家裁の遺産分割で、遺産の範囲
でもめると、取りあえず地裁に行って遺産の
範囲を決めてきてくださいということになり
ます。遺留分減殺請求権を行使すると、これ
も現行法では、遺産分割じゃなくて共有物分
割になりましたから、地裁に行ってください
ということになる。地裁と家裁の間を往復し
て、争わなくてはなりません。相続法が複雑
骨折していると言ったのは、基本は清算手続
が組まれていないことですが、こういう裁判
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管轄の混乱もあります。
　戦後の相続の変化を概観すると、戦後しば
らくは、なんとか話し合いで解決できたよう
です。というのは、「家」の意識が続いてい
ましたし、まだ戦後の段階では農業人口のほ
うが多かったのです。年収200万の収益が上
がる農家だけれど、お兄ちゃんは跡取りだか
らと大学教育も付けてもらえなかったし、お
じいちゃん、おばあちゃんの面倒も見ている
し、弟たちは大学教育も付けてもらったし、
姉妹たちは、嫁入り支度をちゃんとしてもら
ったから、お兄ちゃんが相続するのでいいわ
と、他の兄弟たちは相続放棄して、家督相続
を合意で実現していたのですが、高度成長に
なって話が変わってきます。長男も農協勤め
で、農業はお嫁さんとおじいちゃん、おばあ
ちゃんがしている。年収200万の収益が上が
る農地と考えず、都市近郊の農地で売ったら
数千万円ということになると、それならもら
うものはもらおうかということになります。
かくして遺産分割がすごくもめるようになり
ます。
　昭和55年の相続法の改正は、このような
紛争に遺産分割で対応しようとしました。そ
れまで配偶者相続分は３分の１だったのです
けれども、お母さんに住み慣れた家を出てい
ってもらって、あの家売って、俺たちで山分
けするとマンションの頭金が出るということ
になって、お母さんが家を追い出されるとい
うことになる。それはちょっと酷なので、せ
めて２分の１で拒絶権を与えようかと、配偶
者の相続分を増やしました。そして跡取りが
家業や老親介護で頑張ってきたのに均分では
不公平だというので、寄与分という上乗せを
立法しました。
　でも、結局相変わらず、遺産分割紛争は続
きます。もともと日本人は遺言を遺す習慣を
もっていませんでしたが、自衛のために遺言
を遺すようになります。そして、相続させる
旨の遺言という、民法典に規定のない遺言が
行われるようになり、最高裁は民法908条の
遺言だと性質決定しました。詳しい解釈論を
やっているときりがありませんが、この性質
決定は、解釈論的には難しい問題をたくさん
もたらします。また、第三者から相続人間の
関係や遺言の有無はよく見えませんから、相
続財産を取引しようとすると、非常に危ない
ということになります。
　日本の相続法の基本的バグは、遺産分割を
確実に第三者が関与して行わせる清算装置、
つまり扇の要がなくて全部ばらばらになって
いることです。フランス法では、早期に確実
に遺産分割させるために相続税も利用してい
て、相続開始６カ月以内にちゃんと遺産分割
をしないと高い税がかかり、公証人が遺産分
割して相続人がそれぞれ取得した遺産に遺産
取得税がかかります。日本は、戦前は遺産全
体にかかる遺産税だったのですが、日本も終
戦直後に遺産取得税を入れたことがあるので
すけれど、誰がどれだけ遺産をもらったかな
んてことは当人たちにも分からないので、結
局すぐ元の事実上の遺産税、法定相続分にか
ける名ばかり遺産取得税に戻ってしまいまし
た。
　立法や判例は、相続財産の取引安全を図る
ために、基本的には法定相続分で対処すると
いう方針をとってきました。法定相続人から
法定相続分どおりを買った人は安心だけれど、
法的相続分を超えた部分を買った人は、必ず
しも守られません。もしかすると遺産分割の
虚偽の登記がなされたのかもしれないからで
す。他の兄弟たちに、本当に土地はお兄さん
のものですかと聞いて、確かに兄のものです
よ、そう分けましたと言われると、安心して
買えます。何しろ戸籍と登記は誰でもアクセ
スできるので、そういう前提で取引を回して
きたのですが、遺言が増加してくると、この
戸籍の相続人公示力に依存した取引安全が崩
れてきてしまいます。
　また債権と債務というのは、これはどうし
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ても第三者、つまり債務者と債権者がいます。
そういう第三者にご迷惑を掛けてはいけない
というので、債権と債務は、はなから遺産分
割の対象から除いてしまいます。相続分どお
り頭割りで帰属するとするのです。これでは
もう被相続人という法主体消失の清算からか
け離れます。債権と債務が遺産分割の対象か
ら除かれてしまうのですから。それはさすが
に困るということで、改正前に最高裁は預貯
金について判例を変更し、預貯金は遺産の中
に入るという判例を下します。
　今回の相続法改正ですが、これも政治家の
判断がきっかけの改正でした。非嫡出子の相
続分差別を違憲だと判断した最高裁判例が気
に入らないので、配偶者の居住権を保護する
ような改正をするように、という政治的に降
ってきた改正です。しかし今度の改正は、そ
れを超えて、多くの点が対象になりました。
レジュメに書いたように、場当たり的にリス
トアップした観があり、部会メンバーが思い
付いて言ったらそれがするすると入ってしま
った改正もあります。これには二つの理由が
あると思います。一つは民法学のうちで相続
法学が比較的蓄積が手薄い分野だったという
こと、もう一つは、これまで話したような日
本相続法が構造的なバグを抱えている、つま
り遺産分割を安定的に行う制度的条件を欠い
ているということです。この構造的なバグ故
に、相続法の運営には問題が山積しています。
特に今度は遺言法を改正して利用者が利用し
やすいようにしようとしたのですけれども、
バグを抱えた相続法が安定的に運営できるか
不安です。フランスでは遺言を預かるのは公
証人ですし、生前贈与も公証人がやりますし、
公証人がみんな分かっていてやるのですけど
も、日本ではそういう条件がありません。改
正法の悪影響について、ちょっと私はどきど
きしています。
　さて最後の５分になって、ようやく改正法
の中身に入ります。まず配偶者の居住権を保
護するというのが、もともとの改正の目的で
した。そして被相続人の奥さんが住み慣れた
家屋とそれからわずかな年金だけしか遺産が
ないことになりますと、彼女がそこに住み続
けることが配偶者相続分だけでは無理ですの
で、あきらめて出ていくほかない。特に共同
相続人が嫡出子だったら、お母さんが死ぬま
で待とうかということになるかもしれません
が、非嫡出子が相続人に入っていると、お父
さんが死んだ段階でもらうものはもらおうか
となる。それだと彼女が住み続けることがで
きなくなるので、居住権を新設し、不動産価
値より安く住み続けることができるようにし
ました。まだ居住権がどのぐらいのお値段に
なるのかは分からないので、本当に彼女が安
く住み続けられるかどうかは、保証の限りで
はなく、これからの実務で決まってくると思
います。
　配偶者の相続分そのものももっと増やそう
としたのですが、これは流れました。中間試
案の段階では入れていたのですけども。ここ
で、夫婦財産制の話になるのですが、日本の
夫婦財産制は母法と違って、別産制なのです。
ほとんどの日本人は別産制で、まるで他人同
士が同居しているような財産制で暮らしてい
ます。ドイツやフランスの法定財産制は、夫
婦が親から受け継いだ相続財産などはその者
の特有財産になりますが、夫婦でいるうちに
稼いだ、例えば妻が専業主婦で夫が稼いだ財
産は、それは２人で稼いだことなのだから離
婚したり死別したりしたときには、その夫名
義の夫の稼いだ財産は妻のところへ半分行く
ことが夫婦財産制の清算として行われます。
夫がサラリーマンとして蓄積したものだけが
財産という場合ですと、妻は夫婦財産制の清
算で半分取れるのです。だから配偶者の相続
分はそうして夫の持ち分になった部分から、
さらに相続権があることになります。そのパ
ターンでいうと、日本の配偶者は、夫婦財産
制の清算でとれる分だけしかもらえませんか
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ら、いわば相続分ゼロに等しいことになりま
す。そこで、もうちょっと配偶者にとらせて
あげる中間試案にしたのですが、反対が多く
て流れました。つい先日結婚したばかりの後
妻業の女でもいっぱいもらえることになるの
はおかしいのではないか、夫がその親から相
続した財産が妻のところへ行くのはおかしい
のではないかという批判がありました。長い
年月一緒だった夫婦に限って相続分を増やす
ことも提案したのですが、法定相続分を基準
に取引社会が回っているのに、何年結婚して
いた夫婦か分からないと相続分が決まらない
ということでは取引社会は回らないという反
対があって、結局流れてしまいます。
　遺産分割に関する見直しで入ったのは、預
貯金が遺産に入りましたから、取りあえず一
部払い戻しできるとか、実務的に困る細かい
点でした。遺産分割前の遺産共有状態で、自
分の持ち分を処分してしまうことが日本では
可能とされています。フランス法の条文は共
有だったので、その条文をもらったがために、
共有というのは自由に処分できるからと、文
字通り自由に処分できるということにしてし
まったのですが、フランス法は共有なのだけ
れど、遺産分割するまでは公証人の下でフリ
ーズさせられていますから、実は処分権はな
いのです。でも日本は条文だけもらってきて、
公証人の下でフリーズするという制度もない
ので、売り払うことが可能です。その後始末
の条文を入れました。
　遺言については、全銀協の委員が、もっと
自筆遺言証書を利用しやすくしたいという提
案をされて、高齢者などは全部自書にするの
は大変だから、最初に１枚自書の表書きがあ
って、あとは全部プリントアウトでいいこと
にしようと言われたのです。それに対しては、
民法学者が慌てて反対して、それでは、「以
下のとおりとする」と書いた一枚に署名捺印
があったら、あとはいかようにもなってしま
います、だからせめて全部に署名捺印を求め
ましょうと主張し、改正法はそうなりました。
それから不明瞭だった遺言執行者の権限も、
はっきりさせました。
　遺留分が大きな改正だと思います。遺留分
減殺請求権は、非常に強力な制度だったので
す。遺留分を減殺すると言った途端に、物権
的な効果が発生することになっていたのです。
でもこの結果は、もめている共同相続人間で
永続的に共有者としてもめ続けることになる
だけです。しかも共有持ち分の計算は、もの
すごく複雑です。私の知り合いの裁判官が、
この間、遺留分の減殺請求権の結果、持ち分
として京の桁が出た、億、兆を超えて京。ど
うやって計算しても京になるのだと言ってい
ました。そんなすさまじい計算で京の持ち分
を計算して、そして共有のままずっとけんか
していた兄弟が持ち続けるというのは、紛争
の解決にならないので、お金で請求するだけ
の債権的請求権にしました。
　それから相続の効力について、先ほど言い
ましたように、昭和の最高裁が法定相続分ど
おりの信頼を守る運営をして取引安全をまか
なっていたのが遺言の増加で崩れてきてしま
いましたので、法定相続分どおりを信用した
第三者は救われる、法定相続分ではないと主
張するときには登記をちゃんとしておきなさ
いという形で、立法的に昭和の判例を再構築
しました。そして、相続人以外の者の貢献を
考慮するための立法は、最初にお話しした特
別寄与料です。
　それからもう一つ別の領域で大規模な改正
話が進んでいます。昨日の新聞にも大きな見
出しで出ていましたけれども、所有者不明土
地問題です。これは東日本大震災がきっかけ
で、震災の後始末で区画整理をしようとしま
したら、所有者がはっきりしない、ずっと遺
産分割しないでそのままの土地がたくさんあ
ることが支障になり、それをなんとかしよう
という改正問題です。法制審の別の部会で改
正の議論が進んでいます。そして、今のとこ
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ろ提案されているのは、10年遺産分割をし
ないで放置していると、法定相続分どおりに
帰属したことにしてしまうという中間試案が
できつつあります。これは、ものすごく乱暴
な解決だと、私は思うのですけれども、皆さ
んはいかがでしょうか。清算の可能性をここ
まで否定してしまうと、なんか個人財産制の
基本を危うくしてしまうような気がします。
やはり近づきやすい中立の法律家によって、
遺産分割紛争が簡単に完結できるということ
にしないと、この問題は基本的には解決しな
いだろうと思います。
　現状では、相続人間でもめるとものすごく
大変なことになってしまいます。知り合いの
家裁の判事が、遺産が一千万円あると兄弟仲
が完全に壊れると言って嘆いておられました。
それぞれ弁護士が付いて争うと、弁護士費用
と紛争費用で遺産は全部消えてしまって、後
には荒廃しきった兄弟関係だけが残る、とい
うことになってしまうのだそうです。本当は
中立の費用の安い法律家がさっと遺産分割に
介入するというのが、本来のあり方なのでし
ょうけれども、われわれの社会はそういう意
味では、まだちょっと遅れてきた法治国家社
会なので、不備があるのです。これから皆さ
んが社会人になって活躍されていくときに、
いろいろと考えてこの難題を解いていただけ
ればと思います。以上で終わります。ご静聴、
どうもありがとうございました。
質疑応答
益井　水野先生、どうもありがとうございま
した。
　これから質疑に入りたいと思います。質疑
に関しましては、本学法学部の石川教授に取
りまとめていただきます。フロアからの質問
票をこれから集めますので、その間石川先生
から基本的ないくつかの質問をしていただき、
先生がたにそれにお答えいただくという形で
進めていきたいと思います。石川先生、よろ
しくお願いいたします。
石川信　質疑応答担当の石川です。フロアか
ら質問が届く間、私から全体的な質問と、い
くらか個別的な質問をお二人の先生にさせて
いただきます。
　まず高須先生、お願いします。総括的な質
問です。高須先生は今回の債権法改正に関わ
った委員のお一人ですが、その先生の立場か
ら見て、今回の債権法改正の成果をどのよう
にとらえておられますか。一言で結構ですが、
総括評価をしていただけますでしょうか。そ
れが一つです。
　もう一つ、先ほどのお話のなかに、「分か
りやすい民法」という諮問のことが紹介され
ました。それは、判例準則の成文法化とか、
条文化のことだというご趣旨だったと思うの
ですが、条文文章の読みやすさというのも、
やはり大事なのではないかと思うのです。そ
の点、先生の立場から見て、今般の改正はど
うでしょうか。まずその二つ、お答えいただ
ければと思います。
高須　まず、今回の改正の成果、一言で言う
と、５年有余の審議の経過の中で、私も出席
をさせていただいた中で、一つあるとすれば、
シンプルな民法になったことです。
　これは特に、時効のところが一番はっきり
しているのですが、いろんな分かりにくいル
ールがあるのを、極力シンプルにした。典型
例が先ほどの時効期間です。何本もの時効期
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間があったのが原則5年になります。このこ
とに代表されるように、シンプルになる。売
主の担保責任も今日はあまり説明しておりま
せんが、考え方としてはシンプルになりまし
た。約束したのだから損害賠償を負う。これ
が当たり前のような民法になる。そういう意
味でシンプルになったというのが、今回の民
法の成果の一つだと思っています。
石川　「シンプルな民法になった」というこ
とですね。フロアの皆さんも、今回の改正民
法の特色、キーワードの一つとして、記憶に
とどめておいてください。
高須　次に分かりやすい民法ですが、これは
先生がおっしゃるとおりで、フランスでは民
法を小学生に読ませる。つまり美しいフラン
ス語の代表例だとして民法典を読ませる。ど
こまで皆がそうしているかはよく分かりませ
んが、そう言われることが現にある。しかし、
日本では、日本の民法を国語の時間に読ませ
ようとは、誰も思わないと思います。
　今回の改正民法も決してそういう意味では、
やはり読みやすくはなっていない。仕方がな
いと割り切るのではなくて、大事な法律です
から国が作った法律はやはり日本語としても
大事だよねというような民法にすべきだと私
も思います。そういう意味ではやはり読みや
すいものにもっとすべきだったのではないか
という先生のご指摘は、まさしくそのとおり
だと思います。なぜできなかったのかという
ことになると、結局それって一個人のといい
ますか、法制審議会のといいますか、そうい
うところの議論だけでできる問題ではない。
　やっぱり日本の文化自体に関わる問題であ
り、法律ということを当たり前の言葉で、当
たり前に話せるような、そういう文化が出て
こないとなかなか実現しないのだろう。「勘
違い」のことを法律では「錯誤」と呼ぶなど
と、大学でこれからの時代を担う若い人に教
えているうちは、なかなか分かりやすい文章
で民法を作ることはできない。今日の水野先
生のお話にも関わるのですが、現在の民法の
ルーツは江戸時代にもあるし、その前にもあ
った。どの国にもそういう法律はあったと思
うのですが、結局、今形づくられている民法
という法律は、明治時代に西洋から取り入れ
ていますから、まだそのところが歴史的な部
分での文化的成熟度の薄さといいますか、ま
だ熟成していない部分があるのだろう。そう
いう意味ではもっと時間をかけて、われわれ
が、われわれというのは法律家であっても法
律家でなくてもなんですが、その法律という
ことに親しみを持てるような日本の文化が育
っていかなければならないのだろうと、そう
いうふうに思っている次第です。
石川　もう一つ相続法とも関連することにつ
いて、高須先生にお答えいただければと思う
のですが、先ほど来、改正要綱がほとんどそ
のまま国会を通ってしまったという趣旨のご
説明がありました。私もそんなことを側聞し
て残念だなと思っていました。その点に関し
て、債権法の改正について、国会で特に審議
された事柄、変更がなかったとしても、国会
議員の皆さんが関心を持ったテーマはおよそ
何だったのでしょうか。その点、一言でも、
お知らせいただければと思います。
高須　きょうの説明では十分にはお話しでき
ていないのですが、個人保証の保護という４
大論点の一つの中に、実は事業用の貸金、つ
まり中小企業の社長さんが銀行からお金を借
りるときに、友人に保証人になってもらいま
しょうというような場合に、今回の改正では
公正証書で保証意思の確認をする、つまり保
証人になる前に一度公証役場に行ってくださ
い、こういうルールを作ろうというのが一つ
制度化されました。
　その中に実は除外事由というのがあって、
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一定の場合、例えば、会社の経営者が、自分
の会社が銀行から借金する場合には、それを
保証するのに公証人へ行く必要はないという
ルールがあります。この場合に作成する公正
証書のことを保証意思宣明公正証書と呼ぶの
ですが、その保証意思宣明公正証書を作るべ
き場合と、除外事由に当たる場合との区別と
いうのが、条文には抽象的な表現で書かれて
います。国会審議ではそこは非常に多くの時
間が費やされて、こういう場合については除
外事由に当たるのか当たらないのか、むしろ
保証人の保護という観点からすれば、除外事
由に当てはまるとしてはならない、公正証書
を作らなければならないはずであると、ここ
はだいぶ厳しい国会審議がなされ、政府答弁
なども質問があれば、せざるを得ないわけで
すから、結果的には今回の民法の改正の趣旨
にのっとって、やっぱりこれは公正証書を作
ってもらいましょうと、このような形で、あ
る意味でまさに国会が立法府であることを示
したようなやりとりがなされ、それが資料と
して残って今の立法資料になっております。
その保証意思のところの公正証書に関わる部
分は、国会で随分充実した議論がなされたと
思っております。
石川　どうもありがとうございました。個人
保証に関する制度について、国会で議論があ
ったということのようです。
　水野先生にも総括的な質問を一つ二つさせ
てもらいます。時間があれば、いろいろお聞
きしたいところですが、本当に一つ二つで恐
縮ですがお願いします。
　水野先生は今般の改正について、「複雑骨
折している状態にぺたぺたと絆創膏を貼りつ
けたような状態」という、先生独特の表現
で評価されています。40年前の昭和55年に、
相続法の改正が行われましたが、そのときと
比べてほとんど症状というか、対処の仕方は
同じなのでしょうか、それとも質的には昭
和55年と今回とでは少し違うのでしょうか。
先生のお考えをお聞かせ願いたいと思います。
　加えて、二つ目の質問です。これもまた先
生独特の表現ですが、「扇の要を欠いたまま
で相続財産を処分している」という現状、「形
ばかりの和合、合意に委ねている」現状との
ことでした。悩ましいことだと思います。今
後これをどう制度的に意識的に手直しをして
いったらいいのかということを、先生の話を
聞いていて、私自身悩みながら考えていたわ
けです。
　その二つの点について、先生からお答えい
ただければと思います。
水野　鋭いご質問、ありがとうございます。
まず、最初の昭和55年改正との対応なので
すが、55年改正は、遺産分割がほとんどの
相続の解決として行われていて、それに対し
て本当に機械的に平等に分割してしまうとそ
れまで自分は跡取りだからと思って頑張って
きた相続人が可哀想だし、高齢化して老後が
長くなってきたのに、配偶者の老後の生活が
守られないというのも気の毒だからという形
の絆創膏の当て方だったのです。55年改正
以降起きたことは、やはり相変わらずこの改
正で相続紛争を解決はできなくて、皆さんが
遺言を書くようになりました。遺言が書かれ
るようになると、さらにめちゃくちゃになっ
てきたので、遺言が増えてきたことに対して、
あれこれと絆創膏を当てたという気がいたし
ます。ですから、本当に根本的なところは、
遺言の実行も遺留分の実行も遺産分割の実行
も、そしてそもそも債権、債務の清算も、き
ちんとした場で、被相続人が亡くなってから
半年以内ぐらいに強制的にやらせてしまうと
いう仕組みを作って、骨折を直せば問題は解
決すると思うのです。でも、それをやれるだ
けの中立的な法律家をにわかに準備できない
今の日本社会で、取りあえず痛みだしたとこ
ろに絆創膏を貼りました。昭和55年改正は
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遺産分割協議に絆創膏を貼ったら、それでは
解決しないので、遺言が増え、遺言が増えた
ことによって痛みだしているところに、また
絆創膏を貼ったという感じになっています。
石川　ありがとうございます。根本的な完治
をしないうちに、また骨折してしまっている
状態のようにも受けとめました。
　関連してもう一つ、私個人の関心事かもし
れませんが、私たちはどうしたらいいのかを
考えながらの質問です。やはり家制度の意識、
「イエの意識」というのが今日でも私たちに
残っているのでしょうか。それがすぐに骨折
してしまうっていうのかな、複雑骨折になっ
てしまう原因かもしれないと考えました。そ
こでお聞きしたいのですが、私たちとしては
どのような心がけで、共同生活、家庭生活を
していくか、私たちの家族意識について先生
のお考えをお聞かせ願えればと思います。
水野　家族は、私はとても大切だと思ってい
ます。そして、先ほど最初に、アンチモダン、
プロトモダン、ポストモダンという家族観の
対立があると言いましたけれども、私の立場
は、一番近いのはプロトモダンだろうと思い
ます。アンチモダンという家制度の社会には、
もう戻れません。日本社会には近代がまだき
ちんと確立していないのではないかと思って
おりまして、そして近代法は、人類にとって
の財産であるように思います。もしわれわれ
の社会が500人規模の社会でしたら、そこで
も必ずもめ事は起きるのですが、そのときに
は、村の長老が、みんなが認める大岡越前守
のような、人格識見ともに立派な人が三方一
両損というような紛争解決をすれば一番よか
ったわけです。ローマで民法が生まれたのは
必然性があったと思います。社会の人数が増
えても、まだ文化を共有しているとすれば、
そのような文化を体現した大岡越前守のよう
な長老が、その文化に沿った判決をすること
ができるかもしれませんが、ローマは大帝国
でしたので、中に多様な文化を抱え込んでし
まいます。そのとき初めて共存のためのルー
ルを文字化する必要が生じます。それが民法
のルーツです。蒸気機関はヨーロッパ近代が
発明したものですが、人類全体にとっての道
具になったように、民法はローマが発明した
ものですが、これは人類全体にとっての共存
のための道具だと思います。そういう共存の
ルールをヨーロッパ近代がブラッシュアップ
し、日本民法も条約改正のためというので慌
てて翻訳して入れたわけですけれども、日本
社会を運営し共存のルールとして保っていく
のにも役に立つ、人類の知恵の遺産だと思っ
ております。
　そういう民法が築き上げてきた婚姻制度は、
家族を守り、そして次世代を育てる環境を保
障します。社会を安定的に次の世代へ続けて
いく、次の世代を育んでいくために、さまざ
まな道具を内包している制度です。民法はそ
ういう知恵の集積だと思うのですが、それを
まだ日本人は十分に継受しきれていないとこ
ろがあるように思います。私自身は価値観的
には、プロトタイプの近代法をもう少しその
よさを日本社会は消化していく必要があると
考えております。このようなお答えでよろし
いでしょうか。
石川　貴重なお話をありがとうございました。
私たちに何かを考えるネタを提供していただ
けたと思います。今後ともご指導よろしくお
願いいたします。
　さて、フロアから質問が届いておりますの
で、ご紹介します。私自身ご質問したいこと
がたくさんあります。例えば高須先生には、
「家賃保証」とか「定型約款」の有効性につ
いて。水野先生に対しても、「配偶者居住権」
それから「特別寄与」について、もう少しお
話をお聞きしたいのですが、フロアからの貴
重な質問を優先してご紹介します。
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　高須先生に一つ。「財産法について、時代
に合わせてもっと改正を推進していくべきな
のではないか」というご質問です。相続法で
も40年ぶりと騒いでいると、120年ぶりとは
何事かということでしょうか。手短ですが、
これが一つです。
　それから水野先生には、「配偶者の相続分
について、従前３分の１から２分の１になっ
たこと、それから、特別受益の持ち戻しです
が、20年で贈与も認めたことについて、保
護し過ぎなのではないか」というご質問です。
この点、先生の提言では、配偶者の相続分を
もっとアップする余地もあるのではないかと
いうお話もありましたので、「配偶者の相続分」
について一言お考えをお聞かせ願えればとい
うことです。まず高須先生いかがでしょう。
高須　時代に合わせていくというのは、たび
たびということかもしれないし、繰り返しと
いうことなのだと思いますが、改正をしてい
くべきだ、そのとおりだと思っております。
今回の法制審議会は５年間やりました。本会
議だけで99回、分科会を含める117回やりま
した。それでその最後のときにこの部会を解
散するにあたってみんなで申し合わせたのが、
今後は120年ぶりなんてやめようね、もっと
短い期間にやろうねと、私どもも肝に銘じた
ところですから、ご意見のとおりだと思って
います。
石川　ご質問を届けてくれた学生の直感、提
言、直言、当を得ているということですね。
そういう視点で、今後私たちも勉強していき
ましょう。それでは、水野先生いかがでしょ
うか、配偶者相続分について。
水野　たくさん他にもすてきな質問票をいた
だいていて、すべてにお答えしたいところな
のですが、来年度以降ゆっくりやりましょう
ということで、お許しください。配偶者の相
続分ですが、これはもう相続の根拠から考え
なければいけないと思います。一体なぜ相続
権というものがあるのだろうというところか
ら、考えなければいけないでしょう。
　被相続人の自由と、それにときとして対立
する、われわれの社会が家族を大切にしない
といけないという要請、その二つの中間点に
あるのが相続制度だというように思います。
そして20世紀を通じて各国の相続法の大き
な変わり方は、配偶者の相続分がどんどん強
くなっていくことでした。長寿社会になり、
昔はお父さんからもらった相続財産で若い子
どもたちがこれからの人生を生きていくとい
うことだったのが、お父さんが死ぬ頃には子
どものほうはリタイア年齢ということになっ
ています。そうすると、その遺産を一番必要
としているのは、子供たちより、残された余
生を送る配偶者なのではないか。かくして、
20世紀を通じて配偶者の取り分は増えてき
ました。ただ、夫婦財産制がきちんとしてい
れば、被相続人の財産で、いわば家産的に代々
伝わってきた財産と、それから夫婦２人で作
った財産との区別を夫婦財産制がつけること
ができるのですが、日本法はそれができない
夫婦財産制です。その困難が全部相続制度に
流れ込んできていますから、配偶者相続権に
反発もあれば、これじゃまだ足りないという
意見もある。そういう状態にあると思います。
石川　関連して「内縁配偶者の保護」とか、
「女性の人権」ですね、妻とか嫁とかいうの
ではなくて、女性の法的立場に関する質問も
届いています。最後に、「リース契約」に関
する少し長い質問も届いているようです。高
須先生、お願いします。
高須　リース契約について議論したのでしょ
うかというご質問をいただいています。リー
ス契約について、今回の改正で条文を設ける
かどうかを議論させていただきました。結論
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的には、リース契約というものを明文化する
ことは見送りました。その理由は三つほどあ
ります。一つは、アパートとか自動車を対象
として最近、何々リース契約というのが多い
のですが、あれは賃貸借契約に還元できる。
だから賃貸借契約の法理を持っておれば、あ
る程度はそれで処理できるということが一点。
二点目は、悪質商法でリースを使っている場
面が結構ある。あれはリースというのではな
くて、要は悪質商法ですから、むしろ消費者
契約法等で正面から消費者被害ということを
とらえて、規律を設けるべきだろうという議
論になりました。最後の三点目が、ビジネス
間で利用されている現代的なリース契約、か
なり難しいA社とB社の間のリース契約、ロ
ケットなんかを飛ばすのにリース契約をする
ような、これらにつきましても実は税法の改
正によって、あまりうまみがなくなったので、
現在、だんだんと使わなくなっており、この
時点で新たに民法に規定する実益が乏しい。
法制審である民法の先生がおっしゃったのを
よく覚えているのですけれど、絶滅しつつあ
る恐竜のようなものですというご説明があり
ました。そうだとしたら、21世紀の民法で
新たに作ることはないということになりまし
た。そのような形で結果的には今の３点のよ
うな議論をして、リース契約の明文化は見送
ったという経緯がございます。
石川　ご回答ありがとうございました。それ
からフロアからの積極的な質問もありがとう
ございました。他にも、「遺産分割のあり方」
に関する質問も届いています。恐縮ですが、
また別途に意見交換することにしましょう。
時間の都合で、質問コーナーはこれで終わり
ます。どうもありがとうございました。
益井　以上をもちまして質疑の時間を終わり
たいと思います。学生からいくつかの質問が
来ております。債権法改正に関しましては、
私とか花立先生が具体的な質問についてお答
えする用意がございますので、研究室を訪ね
てきてください。
　それでは最後に、閉会のあいさつを本学法
学部長の清水先生にお願いいたします。
清水正義　閉会のあいさつを簡単に行います。
　本日、法学部それから法政策研究所共催で
行いました改正民法セミナー、こんなに多く
の方にお集まりいただきまして、大変ありが
とうございました。
　それから、本日の報告をなさってくださっ
た法政大学教授の高須順一先生、それから東
北大学教授の水野紀子先生に改めまして厚く
お礼を申し上げたいと思います。
　本日は、民法を研究しておられる研究者の
皆さん以外に多くの学生がここにいます。皆
さんはいつも教室の中で法学の基本的な知識
を学んでいるわけですけれども、日本の社会
の中でこの法学が現実に息づいて、現在進行
形で動いているということを今日の報告と討
論の中で体得できたのではないでしょうか。
そういう意味では、この種のシンポジウム、
これは非常に大きな教育的な意義があるもの
と思っております。そういう意味で、本日担
当してくださったお二方、それから質問をま
とめてくださった石川先生、それから民法の
先生をはじめとしてきょう、おぜん立てをし
てくださったさまざまな先生がた、法政策研
究所の委員の先生がたに、厚くお礼申し上げ
たいと思います。
　本日の報告者のお一人、水野紀子先生は東
北大学で教べんを執っておられますが、来年
度より本学に赴任されることになっておりま
す。わが国の民法、家族法の研究に多大な貢
献をされてきた水野先生を私ども白鷗大学法
学部にお迎えすることができますことを私ど
もは、本当にうれしく喜んでおります。どう
ぞ先生、よろしくお願いいたします。
　本日のゼミナールを開始点に、今後水野先
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生を中心に複雑多岐にわたる民法改正問題に
つきましても、系統的な学習、研究活動を法
学部、法政策研究所、それからいつもの授業
の中で進めてまいりたいと考えております。
本日のセミナーがその第一歩となったという
ことを確信しております。
　先生がた、どうもありがとうございました。
皆さまがた、どうもご苦労さまでした。これ
で閉会のあいさつといたします。
- 92 -
［配布資料］　高須順一
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